
令和５年岬町要綱第４１号

岬町事後審査型制限付一般競争入札実施要綱

制 定 令和３年３月２９日

最終改正 令和５年８月 ９日

（趣旨）

第１条 この要綱は、岬町が発注する建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条

第１項に規定する工事をいう。以下同じ。）、業務委託又は物品・役務等提供（以下「工事等」と

いう。）の契約に係る事後審査型制限付一般競争入札の実施について必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この要綱において「事後審査型制限付一般競争入札」とは、工事等の入札を適正かつ合

理的に行うため、入札に参加するために必要な資格（以下「入札参加資格」という。）を定め、

開札後に落札候補者の入札参加資格に関する審査を行い、落札者を決定する入札をいう。

（事後審査型制限付一般競争入札の対象）

第３条 事後審査型制限付一般競争入札の対象は、次の各号に掲げる入札の種類に応じ、予定価

格が当該各号に定める額を超えるものであって、町長が必要と認める入札とする。

⑴ 建設工事 １，３００，０００円

⑵ 業務委託 ５００，０００円

⑶ 物品・役務等提供 ８００，０００円

（事後審査型制限付一般競争入札の参加資格）

第４条 事後審査型制限付一般競争入札に参加しようとする者は、次の各号に掲げる要件を満た

さなければならない。

⑴ 当該工事等に該当する本町の入札参加資格登録業者であること。

⑵ 当該工事等に必要な営業許可を得ていること。

⑶ 当該工事等に予定する主任技術者及び現場代理人並びに監理技術者（資格及び雇用関係を

証する公的機関の証明書の写しを添付すること。）を適切に配置すること。

⑷ その他、別に定める資格要件に適合すること。

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、事後審査型制限付一般競争入札に参加することができ

ない。

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当する者

⑵ 岬町建設工事等指名停止要綱に基づく指名停止の期間中の者

⑶ 岬町建設工事暴力団対策措置要綱第２条の規定により、競争入札への参加を除外される者

⑷ 商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項の規定による会社の整理を命じられて

いる者



⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による廃止前の和議法（大正１１年

法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立をしている者

⑹ 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条第１項又は第２項の規定に基づく更生

手続開始又は、民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定に基づく再生手続開始の申立を

している者又は申立をされている者。（ただし、会社更生法に基づく更生計画認可の決定又は、

民事再生法に基づく再生計画認可の決定を受けた者を除く。）

⑺ 安全管理の改善に関し、労働基準監督署等の指導があり、これに対する改善義務を怠るな

ど受託者として不適当であると認める者

⑻ 賃金未払いに関する労働省からの通報があり、当該状態が継続しているなど、受託者とし

て不適当であると認める者

⑼ その他、岬町入札等参加資格審査要綱第５条に規定する岬町入札等参加資格審査会（以下

「資格審査会」という。）において不適当であると認める者

３ 事後審査型制限付一般競争入札参加申請書（様式１）（以下「入札参加申請書」という。）を

提出期限までに提出しなかった者は、事後審査型制限付一般競争入札に参加することができな

い。

４ 次の各号に掲げる者は、同一工事等の事後審査型制限付一般競争入札に参加することができ

ない。

⑴ 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号及び第４号に掲げる親会社と子会社の関

係にある場合及び親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合のいずれかに該当する者

⑵ 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合及び一方の会社の役員が他方

の会社の会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第６７条第１項又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

のいずれかに該当する者

（入札参加資格要件の決定）

第５条 前条第１項第４号の別に定める資格要件は、資格審査会の議を経て決定する。

（事後審査型制限付一般競争入札の公告）

第６条 事後審査型制限付一般競争入札の実施にあたっては、次の各号に掲げる事項を公告する。

⑴ 入札に付する事項

⑵ 入札に参加する者に必要な資格

⑶ 入札資料の配布期日及び配布方法

⑷ 入札場所及び日時

⑸ 契約条項を示す場所及び期間

⑹ 入札保証金に関する事項

⑺ 建設工事において、岬町契約規則第９条第１項の規定により予定価格を設けたときは、そ

の事項

⑻ 地方自治法施行令第１６７条の１０第２項及び岬町契約規則第１１条の規定により最低制



限価格を設けたときは、その事項

⑼ 地方自治法施行令第１６７条の１０第１項又は第１６７条の１０の２第２項の規定により

低入札価格調査基準価格を設けたときは、その事項

⑽ 岬町低入札価格調査制度実施要領第４条の規定により失格基準価格を設けたときは、その

事項

⑾ 業務委託又は物品・役務等提供において、事後審査型制限付一般競争入札をしようとする

契約の予算額

⑿ 提出させるべき書類

⒀ 無効な入札となる該当事項

⒁ その他入札に関し、必要な事項

２ 前項の公告は、役場前の掲示場への掲示及び岬町ホームページに掲載する方法により行う。

（設計図書等に関する質問及び回答）

第７条 設計図書等に関する質問は、別に定める様式により電子メールの方法で行う。

２ 前項の質問に対する回答は、岬町ホームページに掲載又は電子メールの方法で通知する。

（代理人の入札）

第８条 事後審査型制限付一般競争入札参加資格者が代理人をもって入札をさせるときは、委任

状を持参させなければならない。

（行為違反）

第９条 入札参加資格者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律等に抵触する行為

を行ってはならない。

（入札の延期等）

第１０条 次の各号のいずれかに該当するときは、入札を中止し、又は入札期日を延期すること

ができる。

⑴ 不正な入札が行われるおそれがあると認められるとき。

⑵ 災害その他やむを得ない理由があると認められるとき。

２ 前項の規定による入札の中止又は延期により、入札参加者に損害が生じても、本町はその損

害を補償しない。

（入札の無効）

第１１条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

⑴ 事後審査型制限付一般競争入札に参加資格のない者のした入札

⑵ 委任状を持参しない代理人が行った入札

⑶ 次の各号の記載がない入札

ア 入札金額

イ 工事等名

ウ 入札参加資格者の氏名及び捺印

⑷ 入札金額を訂正した入札



⑸ 誤字、脱字等により意思表示が不明確である入札

⑹ 前各号に掲げるもののほか、入札条件に違反した入札

（入札回数）

第１２条 入札回数は、原則として３回とする。ただし、入札前に予定価格等を公表する入札に

ついては、１回とする。

（入札参加辞退の自由）

第１３条 事後審査型制限付一般競争入札において、入札参加申請書の提出を行った者の入札行

為への参加辞退は、これを妨げない。

２ 町長は、前項により入札参加を辞退したことを理由に、業者への一切の不利益な処分は行わ

ない。ただし、前項に規定する入札を辞退する旨の手続き等を行わない者は、この限りでない。

（入札保証金）

第１４条 入札に参加しようとする者は、岬町契約規則第７条の規定に基づき、入札保証金を納

付しなければならない。ただし、入札保証金の納付を免除された者を除く。

（落札候補者の決定及び参加資格確認申請書の提出）

第１５条 落札候補者は、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札をした者のうち、最低の価格をもって入札をした者とする。ただし、最低制限価格を設けな

い場合は、予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札したものとする。

２ 同一順位のため落札候補者が２者以上となる場合は、くじにより落札候補者を決定する。

３ 落札候補者は、事後審査型制限付一般競争入札参加資格確認申請書（様式２）（以下「参加資

格確認申請書」という。）を町長が指定する期日までに提出しなければならない。

（入札参加資格の事後審査及び落札者の決定）

第１６条 事後審査として落札候補者の入札参加資格を審査し、適格者を落札者とする。

２ 参加資格確認申請書が期日まで提出されないとき又は事後審査において不適格者があったと

きは、次順位者を落札候補者とし、適格者があるまで審査を行う。

３ 落札者を決定したときは、直ちに落札者に対し連絡する。

（入札参加資格がないと認められた者に対する通知等）

第１７条 前条の規定において入札参加資格に適合しないと認められた者に対しては、入札参加

資格不適格通知書（様式３）により通知する。

２ 前項の通知を受けた者は、通知を受けた日の翌日から起算して５日以内に、入札参加資格確

認書（様式４）により入札参加資格に適合しないと認められた理由について説明を求めること

ができる。

３ 前項の規定による申請があったときは、申請のあった日の翌日から起算して７日以内に回答

する。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか、事後審査型制限付一般競争入札の実施について必要な

事項は、資格審査会の審議を経て、町長が別に定める。



附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年８月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年８月９日から施行する。


